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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　顧客からの問合せに対応するオペレータのスキル値を、前記問合せに関する情報を記録
した応答記録に基づいて算出するスキル値算出プログラムであって、
　記憶部から前記応答記録を読み出し、当該応答記録に含まれる問合せ毎の各データを、
過去の問合せに対する対応状況に基づいてそれぞれ容易な問合せに係るデータと、困難な
問合せに係るデータとに分別し、前記問合せ毎に、分別した結果である難易区分および対
応時間に関する情報を記録した評価記録を、前記記憶部に記憶する難易分別手順と、
　前記記憶部から前記評価記録を読み出し、当該評価記録に基づいて、オペレータ毎に、
前記容易な問合せに係るデータと前記困難な問合せに係るデータの件数の比率と、前記容
易な問合せにおけるスキル値と、前記困難な問合せにおけるスキル値とを求め、前記比率
を反映させた前記各スキル値を加算することによりオペレータ毎にスキル値を算出するス
キル値算出手順と
　をコンピュータに実行させることを特徴とするスキル値算出プログラム。
【請求項２】
　前記難易分別手順は、問合せの内容の類似度に基づいて前記応答記録に含まれるデータ
をグループ分けし、前記グループ内において自身よりも対応された日時が古いデータの件
数が所定の閾値よりも小さいデータを困難な問合せに係るデータとして分別することを特
徴とする請求項１に記載のスキル値算出プログラム。
【請求項３】
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　前記難易分別手順は、問合せの内容の類似度に基づいて前記応答記録に含まれるデータ
をグループ分けし、前記グループ内において自身よりも対応された日時が古いデータに記
録された対応時間の合計値が所定の閾値よりも小さいデータを困難な問合せに係るデータ
として分別することを特徴とする請求項１に記載のスキル値算出プログラム。
【請求項４】
　前記スキル値算出手順は、前記オペレータが他のオペレータに転送した問合せを困難な
問合せとみなして前記比率に加味し、前記オペレータのスキル値を算出することを特徴と
する請求項１～３のいずれか一つに記載のスキル値算出プログラム。
【請求項５】
　前記応答記録に含まれるデータを予め定められたルールにしたがって分類する分類手順
をさらにコンピュータに実行させ、
　前記スキル値算出手順は、前記分類ごとに前記オペレータのスキル値を算出することを
特徴とする請求項１～４のいずれか一つに記載のスキル値算出プログラム。
【請求項６】
　顧客からの問合せに対応するオペレータのスキル値を、前記問合せに関する情報を記録
した応答記録に基づいて算出するスキル値算出装置であって、
　記憶部から前記応答記録を読み出し、当該応答記録に含まれる問合せ毎の各データを、
過去の問合せに対する対応状況に基づいてそれぞれ容易な問合せに係るデータと、困難な
問合せに係るデータとに分別し、前記問合せ毎に、分別した結果である難易区分および対
応時間に関する情報を記録した評価記録を、前記記憶部に記憶する難易分別手段と、
　前記記憶部から前記評価記録を読み出し、当該評価記録に基づいて、オペレータ毎に、
前記容易な問合せに係るデータと前記困難な問合せに係るデータの件数の比率と、前記容
易な問合せにおけるスキル値と、前記困難な問合せにおけるスキル値とを求め、前記比率
を反映させた前記各スキル値を加算することによりオペレータ毎にスキル値を算出するス
キル値算出手段と
　を備えたことを特徴とするスキル値算出装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、顧客からの問合せに対応するオペレータのスキル値を、前記問合せに関す
る情報を記録した応答記録に基づいて算出するスキル値算出プログラムおよびスキル値算
出装置に関し、特に、対応した問合せにおける容易な問合せと困難な問合せの比率が、オ
ペレータごとやラインごとに異なる場合であっても、オペレータのスキル値を適正に求め
ることができるスキル値算出プログラムおよびスキル値算出装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　顧客から電話や電子メール等によって問合せを受け付け、オペレータがその対応処理を
行うコンタクトセンタ（顧客から電話によって問合せを受け付け、オペレータがその対応
処理を行うコールセンタを含む）では、問合せに要した対応時間を記録し、この記録に基
づいて各オペレータのスキル値を求めることが従来より行われてきた。
【０００３】
　オペレータのスキル値を求めることにより、個々のオペレータのもつスキルに合わせて
対応業務を振り分けることが可能になり、コンタクトセンタを効率的に運用することがで
きる。また、オペレータに適切な教育を施して、スキルを向上させることもできる。また
、オペレータに対してスキルに応じた待遇を与えて、モチベーションを向上させることも
できる。
【０００４】
　例えば、特許文献１では、オペレータのスキル値を正確に求めるために、対数正規分布
に基づく対応時間分布モデルを推定して個々のオペレータの対応時間の平均値とオペレー
タ全体の対応時間の平均値を計算し、これらの平均値に基づいて個々のオペレータの業務
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スキル値を算出する技術が開示されている。
【０００５】
【特許文献１】特開２００５－２５８５５１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、特許文献１に開示されている技術のような従来のスキル値算出方法にお
いては、問合せの難易度が考慮されていないという問題があった。有能なオペレータは、
困難な問合せを振り分けられることが多く、問合せ１件あたりの対応時間が長くなる傾向
がある。このため、単純に対応時間に基づいてスキル値を求めると、有能なオペレータの
スキルが本来よりも低く評価されてしまうことがあった。
【０００７】
　また、従来のスキル値算出方法においては、転送（エスカレーション）が考慮されてい
ないという問題があった。ある程度規模の大きいコンタクトセンタにおいては、オペレー
タを複数のラインに分けて後方のラインほど専門知識の高いオペレータや有能なオペレー
タを配し、困難な問合せを前方のラインから後方のラインへ転送する体制をとっているこ
とが多い。
【０００８】
　かかる体制をとったコンタクトセンタでは、前方のラインのオペレータは、困難な問合
せを後方のラインへ転送し、容易な問合せの対応に専念するため、問合せ１件あたりの対
応時間が短くなる傾向がある。このため、単純に対応時間に基づいてスキル値を求めると
、前方のラインのオペレータのスキルが後方のオペレータのスキルよりも高く評価されて
しまうことがあった。
【０００９】
　このように、従来のスキル値算出方法においては、本来あるべき結果に反する評価結果
が得られる場合があった。このため、コンタクトセンタの管理者は、求められたスキル値
を恣意的に定めた換算係数等によって補正をしなければ、その値をオペレータのスキルを
比較するために利用することができなかった。
【００１０】
　この発明は、上述した従来技術による問題点を解消するためになされたものであり、対
応した問合せにおける容易な問合せと困難な問合せの比率が、オペレータごとやラインご
とに異なる場合であっても、オペレータのスキル値を適正に求めることができるスキル値
算出プログラムおよびスキル値算出装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　上述した課題を解決し、目的を達成するため、本発明は、顧客からの問合せに対応する
オペレータのスキル値を、前記問合せに関する情報を記録した応答記録に基づいて算出す
るスキル値算出プログラムであって、記憶部から前記応答記録を読み出し、当該応答記録
に含まれる問合せ毎の各データを、過去の問合せに対する対応状況に基づいてそれぞれ容
易な問合せに係るデータと、困難な問合せに係るデータとに分別し、前記問合せ毎に、分
別した結果である難易区分および対応時間に関する情報を記録した評価記録を、前記記憶
部に記憶する難易分別手順と、前記記憶部から前記評価記録を読み出し、当該評価記録に
基づいて、オペレータ毎に、前記容易な問合せに係るデータと前記困難な問合せに係るデ
ータの件数の比率と、前記容易な問合せにおけるスキル値と、前記困難な問合せにおける
スキル値とを求め、前記比率を反映させた前記各スキル値を加算することによりオペレー
タ毎にスキル値を算出するスキル値算出手順とをコンピュータに実行させることを特徴と
する。
【００１２】
　また、本発明は、顧客からの問合せに対応するオペレータのスキル値を、前記問合せに
関する情報を記録した応答記録に基づいて算出するスキル値算出装置であって、記憶部か
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ら前記応答記録を読み出し、当該応答記録に含まれる問合せ毎の各データを、過去の問合
せに対する対応状況に基づいてそれぞれ容易な問合せに係るデータと、困難な問合せに係
るデータとに分別し、前記問合せ毎に、分別した結果である難易区分および対応時間に関
する情報を記録した評価記録を、前記記憶部に記憶する難易分別手段と、前記記憶部から
前記評価記録を読み出し、当該評価記録に基づいて、オペレータ毎に、前記容易な問合せ
に係るデータと前記困難な問合せに係るデータの件数の比率と、前記容易な問合せにおけ
るスキル値と、前記困難な問合せにおけるスキル値とを求め、前記比率を反映させた前記
各スキル値を加算することによりオペレータ毎にスキル値を算出するスキル値算出手段と
を備えたことを特徴とする。
【００１３】
　この発明によれば、応答記録に含まれるデータを容易な問合せに係るデータと困難な問
合せに係るデータに分別し、それぞれのデータに基づいて求めたスキル値とそれぞれのデ
ータ数の比率に基づいてオペレータの総合的なスキル値を求めるように構成したので、対
応した問合せにおける容易な問合せと困難な問合せの比率が、オペレータごとに異なる場
合であっても、オペレータのスキル値を適正に求めることができる。
【００１４】
　また、本発明は、上記の発明において、前記難易分別手順は、問合せの内容の類似度に
基づいて前記応答記録に含まれるデータをグループ分けし、前記グループ内において自身
よりも対応された日時が古いデータの件数が所定の閾値よりも小さいデータを困難な問合
せに係るデータとして分別することを特徴とする。
【００１５】
　この発明によれば、応答記録に含まれるデータを問合せの内容の類似度に基づいてグル
ープ分けし、同一グループ内で初期に対応されたデータを困難な問合せに係るデータとし
て分別するように構成したので、同様の問合せを多数受け付けるほど同種の問合せに対し
て容易に対応することが可能になるというコンタクトセンタの特性に基づいて、応答記録
に含まれるデータを容易な問合せに係るデータと困難な問合せに係るデータに適切に分別
できる。
【００１６】
　また、本発明は、上記の発明において、前記難易分別手順は、問合せの内容の類似度に
基づいて前記応答記録に含まれるデータをグループ分けし、前記グループ内において自身
よりも対応された日時が古いデータに記録された対応時間の合計値が所定の閾値よりも小
さいデータを困難な問合せに係るデータとして分別することを特徴とする。
【００１７】
　この発明によれば、応答記録に含まれるデータを問合せの内容の類似度に基づいてグル
ープ分けし、同一グループ内で累計の対応時間が所定の時間に満たないデータを困難な問
合せに係るデータとして分別するように構成したので、同様の問合せを多数受け付けるほ
ど同種の問合せに対して容易に対応することが可能になるというコンタクトセンタの特性
に基づいて、応答記録に含まれるデータを容易な問合せに係るデータと困難な問合せに係
るデータに適切に分別できる。
【００１８】
　また、本発明は、上記の発明において、前記スキル値算出手順は、前記オペレータが他
のオペレータに転送した問合せを困難な問合せとみなして前記比率に加味し、前記オペレ
ータのスキル値を算出することを特徴とする。
【００１９】
　この発明によれば、他のオペレータに転送された問合せを困難な問合せとみなして転送
がなかったと想定した場合のオペレータの総合的なスキル値を求めるように構成したので
、問合せにおける容易な問合せと困難な問合せの比率が、オペレータごとやラインごとに
異なる場合であっても、オペレータのスキル値を適正に求めることができる。
【発明の効果】
【００２０】
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　本発明によれば、各オペレータの応答記録に含まれるデータを容易な問合せに係るデー
タと困難な問合せに係るデータに分別し、それぞれのデータに基づいて求めたスキル値と
それぞれのデータ数の比率に基づいてオペレータの総合的なスキル値を求めるように構成
したので、対応した問合せにおける容易な問合せと困難な問合せの比率が、オペレータご
とに異なる場合であっても、オペレータのスキル値を適正に求めることができるという効
果を奏する。
【００２１】
　また、本発明によれば、応答記録に含まれるデータを問合せの内容の類似度に基づいて
グループ分けし、同一グループ内で初期に対応されたデータを困難な問合せに係るデータ
として分別するように構成したので、同様の問合せを多数受け付けるほど同種の問合せに
対して容易に対応することが可能になるというコンタクトセンタの特性に基づいて、応答
記録に含まれるデータを容易な問合せに係るデータと困難な問合せに係るデータに適切に
分別できるという効果を奏する。
【００２２】
　また、本発明によれば、応答記録に含まれるデータを問合せの内容の類似度に基づいて
グループ分けし、同一グループ内で累計の対応時間が所定の時間に満たないデータを困難
な問合せに係るデータとして分別するように構成したので、同様の問合せを多数受け付け
るほど同種の問合せに対して容易に対応することが可能になるというコンタクトセンタの
特性に基づいて、応答記録に含まれるデータを容易な問合せに係るデータと困難な問合せ
に係るデータに適切に分別できるという効果を奏する。
【００２３】
　また、本発明によれば、他のオペレータに転送された問合せを困難な問合せとみなして
転送がなかったと想定した場合のオペレータの総合的なスキル値を求めるように構成した
ので、問合せにおける容易な問合せと困難な問合せの比率が、オペレータごとやラインご
とに異なる場合であっても、オペレータのスキル値を適正に求めることができるという効
果を奏する。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２４】
　以下に添付図面を参照して、本発明に係るスキル値算出プログラムおよびスキル値算出
装置の好適な実施の形態を詳細に説明する。
【実施例】
【００２５】
　まず、コンタクトセンタの構成について説明しておく。図１は、コンタクトセンタの構
成の一例を示す図である。同図に示したコンタクトセンタ１では、ファーストライン群１
１、セカンドライン群１２および最終ライン群１３という３つのラインに分けてオペレー
タが配置されている。
【００２６】
　コンタクトセンタ１は、顧客からの問合せの電話を各オペレータに割り当てられた端末
装置に振り分けるための交換機２０と、待ち時間や対応時間が最小になるように電話の振
り分け先を判断する着信呼自動分配装置（Automatic Call Distributor）３０とを備える
。
【００２７】
　顧客からの電話の着信があると、交換機２０は、着信呼自動分配装置３０にどのオペレ
ータに振り分けるべきかを問い合せる。ここで、着信呼自動分配装置３０は、ファースト
ライン群１１に属するオペレータの中から最も早く対応が可能なオペレータを選択する。
ファーストライン群１１に属する全てのオペレータが問合せに対応中の場合は、セカンド
ライン群１２に属するオペレータの中から最も早く対応が可能なオペレータを選択する場
合もある。
【００２８】
　そして、交換機２０は、着信呼自動分配装置３０が選択したオペレータの端末装置に顧
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客からの問合せの電話を振り分ける。問合せを振り分けられたファーストライン群１１の
オペレータは、問合せが困難なものであり自身で対応することができない場合は、その問
合せをセカンドライン群１２へ転送する。また、問合せを転送されたセカンドライン群１
２のオペレータは、問合せが困難なものであり自身で対応することができない場合は、そ
の問合せを最終ライン群１３へ転送する。
【００２９】
　このように、困難な問合せほど後方のラインに転送されることになるため、セカンドラ
イン群１２にはファーストライン群１１に属するオペレータよりもスキルの高いオペレー
タが配置され、最終ライン群１３にはセカンドライン群１２よりもさらにスキルの高いオ
ペレータが配置される。
【００３０】
　各オペレータは、問合せに対応するに際して、自身に割り当てられた端末装置を操作し
てデータベース４０に格納されたインシデント情報、顧客情報、製品情報もしくは技術情
報等を参照することができる。また、自身が担当した問合せに関する情報をインシデント
情報として登録する。
【００３１】
　ここで、インシデントとは、問合せの最小単位であり、一つの独立した案件を意味する
。例えば、一回の問合せにおいて異なる２つの質問を受け付けた場合は、２つのインシデ
ントに対応したことになる。そして、インシデント情報とは、インシデントに関する情報
、すなわち、担当したオペレータの識別情報、問合せの内容、回答の内容、対応開始日時
、対応完了日時などを記録した応答記録である。
【００３２】
　インシデント情報は、インシデントが発生するたびに記録され、過去の類似の問合せに
ついて調べるための資料としてオペレータに活用される。コンタクトセンタ１は、電話以
外にも電子メール等によって顧客からの問合せを受け付けることができ、これらの問合せ
に関しても情報がインシデント情報に記録される。
【００３３】
　また、インシデント情報は、オペレータのスキル値を算出するための基礎データとして
も利用される。一般的に、スキルの高いオペレータほど１インシデントあたりの対応時間
が短くなることが知られており、インシデント情報に記録された対応開始日時と対応完了
日時から対応時間を求め、この対応時間を統計処理することによりオペレータのスキルを
数値化して求めることができる。
【００３４】
　しかしながら、図１に示したようにオペレータをラインに分けて配置したコンタクトセ
ンタでは、困難な問合せが前方のオペレータから後方のオペレータに転送されるため、後
方のオペレータほど困難で対応に時間を要する問合せを担当することが多くなる。このた
め、後方のラインに属する本来は優秀であるはずのオペレータほど、１インシデントあた
りの対応時間が長くなり、対応時間を基準とした評価においてはスキルが低く評価されて
しまうことがあった。
【００３５】
　このため、従来は、コンタクトセンタの管理者がラインごとに換算係数を定め、対応時
間を基準として求めたスキル値にこの換算係数を掛けたものをオペレータのスチル値とす
る運用がとられることが多かったが、同一のラインに属するオペレータであっても、問合
せを後方のラインに転送する率が異なることから、十分に公正な評価結果を得ることはで
きなかった。
【００３６】
　次に、本実施例に係るスキル値計算方法の原理について説明する。本実施例に係るスキ
ル値計算方法においては、各インシデントの対応時間に加えて、インシデントの難易度と
インシデントの転送率を考慮してオペレータのスキル値を求める。
【００３７】
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　インシデントの難易度について説明する。一般に、コンセントセンタに寄せられる問合
せは、特定の商品やサービスに関するものであり、多数の顧客から同様の内容の問合せが
寄せられる。このため、オペレータは、過去に何度か対応した経験のある問合せに関して
は、容易に対応することができ、初めて対応する問合せに関しては、対応に苦慮すること
が多くなる。
【００３８】
　すなわち、インシデントの難易度は、主に問合せ内容の技術的な難易度によって決まる
のではなく、当該のオペレータが同様なインシデントを過去にどれだけ対応したことがあ
るかによって決まると考えることができる。また、全てのインシデントは、困難なインシ
デントか容易なインシデントのいずれか一方であると確率的にみなすことができる。
【００３９】
　そこで、本実施例に係るスキル値計算方法では、あるインシデントの難易度を判断する
場合に、同じオペレータがそのインシデントよりも以前に担当した同様の問合せ内容のイ
ンシデント情報を取得し、その件数もしくは対応時間の合計が所定の閾値よりも大きけれ
ば、そのインシデントは容易なインシデントであると判断し、さもなければ困難なインシ
デントであると判断する。
【００４０】
　そして、本実施例に係るスキル値計算方法では、同様の問合せ内容のインシデント情報
を取得するために、クラスタリング技術を利用する。図２は、クラスタリング技術の一つ
である階層化クラスタリングを利用してインシデントをクラスタリングした例を示してい
る。
【００４１】
　具体的な処理について説明すると、同じオペレータが担当したインシデントをインシデ
ント情報より抽出し、問合せ内容が最も近いインシデント同士を結合してクラスタを形成
する。問合せ内容の類似度の判定には、ベクトル類似度等を用いた一般的な字句解析技術
を利用することができる。そして、以後同様に、問合せ内容が最も近いインシデントもし
くはクラスタを結合してクラスタツリーを形成していく。
【００４２】
　そして、予め与えられた停止条件が充足された段階、例えば、問合せ内容が最も近いイ
ンシデントもしくはクラスタの類似度が所定の閾値よりも小さくなった段階、あるいは、
クラスタ内のインシデントの最大数が所定の閾値よりも大きくなった段階でクラスタリン
グを停止する。
【００４３】
　この処理によって、同様の内容のインシデントが一つのクラスタツリーを形成すること
になる。そして、同一のクラスタツリーに属するインシデントのうち対応された時期が自
身よりも古いインシデントの件数や対応時間の合計を求めることにより、そのインシデン
トの難易を判定することができる。
【００４４】
　こうして、オペレータが担当したインシデントの難易の分別が完了した後は、容易なイ
ンシデントにおけるオペレータのスキル値と、困難なインシデントにおけるオペレータの
スキル値を求めることができる。また、オペレータが自己対応したインシデントにおける
容易なインシデントと困難なインシデントの比率も求めることができる。
【００４５】
　スキル値を求めるには、例えば、特許文献１にて開示されている方法を利用することが
できる。すなわち、容易と分別されたインシデントの対応時間に基づいて、容易なインシ
デントにおける各オペレータおよびオペレータ全体の対応時間分布を図３－１のように推
定し、各オペレータおよびオペレータ全体の推定対応時間平均値を求める。そして、各オ
ペレータの推定対応時間平均値とオペレータ全体の推定対応時間平均値の比率から、各オ
ペレータの容易なインシデントにおけるスキル値を求める。
【００４６】
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　同様に、困難と分別されたインシデントの対応時間に基づいて、困難なインシデントに
おける各オペレータおよびオペレータ全体の対応時間分布を図３－２のように推定し、各
オペレータおよびオペレータ全体の推定対応時間平均値を求める。そして、各オペレータ
の推定対応時間平均値とオペレータ全体の推定対応時間平均値の比率から、各オペレータ
の困難なインシデントにおけるスキル値を求める。
【００４７】
　続いて、インシデントの難易と転送率の関連について説明する。図４は、インシデント
の難易と転送率の関連を示す図である。同図に示すように、オペレータに振り分けられた
インシデントは、他のオペレータへ転送されたものと自己対応されたものとに大別される
。
【００４８】
　このうち、転送されたインシデントは、全てそのオペレータにとって困難なインシデン
トであると考えることができる。一方、自己対応されたインシデントは、そのオペレータ
にとって容易なインシデントと、そのオペレータにとって困難であるが努力して対応した
インシデントとが混在していると考えられる。
【００４９】
　すわなち、オペレータが転送したインシデントの割合をｒとし、オペレータが自己対応
したインシデントにおける容易なインシデントの割合をαとした場合、オペレータに振り
分けられたインシデントにおける困難なインシデントの比率は
　　（１－ｒ）×（１－α）＋ｒ
と表すことができ、
　容易なインシデントの比率は
　　（１－ｒ）×α
と表すことができる。
【００５０】
　この困難なインシデントの比率と容易なインシデントの比率は、転送がなかった場合の
比率を示しており、オペレータがどのラインに属していたとしても、また、個人差による
転送率の違いがあったとしても、スキルが同じであればほぼ同一の比率となると考えられ
る。
【００５１】
　つまり、この比率に従って、困難なインシデントにおけるスキル値と容易なインシデン
トにおけるスキル値を加算することにより、転送率と難易の比率を適正に反映させたスキ
ル値を求めることができる。以下に、オペレータのスキル値Ｓを求めるための一般式を示
す。
【００５２】
【数１】

【００５３】
　βは、各オペレータにおける容易なインシデントの割合の平均値であり、σは、その標
準偏差である。また、Ｓａは、困難なインシデントにおけるスキル値であり、Ｓｂは、容
易なインシデントにおけるスキル値である。そして、ＷａとＷｂは、ｒ、α、βおよびσ
をパラメータとする重み関数である。
【００５４】
　ここで、βとσがパラメータに加わっているのは、前方のラインのオペレータが困難な
インシデントをどの程度転送するかによって後方のラインでの容易なインシデントの比率
が変動する可能性があり、それを解消するためである。
【００５５】
　図４に示した比率を利用するように、上記の一般式を変形した例を以下に示す。
【００５６】
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【数２】

【００５７】
　前方のラインのオペレータが困難なインシデントをどの程度転送するかによって後方の
ラインでの容易なインシデントの比率が変動している可能性を排除するため、以下のよう
に、αに代えてβを用いることもできる。
【００５８】

【数３】

【００５９】
　さらに、標準偏差を考慮して、以下のように式を変形することもできる。
【００６０】

【数４】

【００６１】
　次に、本実施例に係るスキル値算出装置の構成について説明する。図５は、本実施例に
係るスキル値算出装置１００の構成を示す機能ブロック図である。同図に示すように、ス
キル値算出装置１００は、制御部１１０と、記憶部１２０とを有する。
【００６２】
　制御部１１０は、スキル値算出装置１００を全体制御する制御部であり、業務別分類部
１１１と、内容別分類部１１２と、難易分別部１１３と、スキル値算出部１１４とを有す
る。
【００６３】
　業務別分類部１１１は、インデントを特定の業務分類に分類する処理部である。具体的
には、記憶部１２０のインシデントデータ１２３の各データに格納されている問合せ内容
を示すテキストと回答内容を示すテキストからキーワードマスタ１２１に登録されている
キーワードを抽出し、抽出したキーワードと業務分類マスタ１２２に登録されている分類
ルールを照合して、最も適合する業務分類に各データを分類する。
【００６４】
　このように、インシデントを業務分類に分類することにより、オペレータのスキルを業
務分類ごとに細かく求めることが可能になる。また、内容別分類部１１２にて、異なる種
類の問合せを誤って同様の内容の問合せとして扱う可能性を低くすることができる。
【００６５】
　内容別分類部１１２は、業務別分類部１１１によって業務分類に分類されたインシデン
トのデータを記憶部１２０のインシデント分類データ１２４から取得して、既に説明した
手法をもちいて内容の類似性に基づくクラスタをオペレータ別かつ業務分類別に生成し、
どのデータがどのクラスタに属するかをインシデント分類データ１２４に記録する処理部
である。
【００６６】
　難易分別部１１３は、同一クラスタ内の対応日時が古いインシデントの件数等に基づい
てインシデント分類データ１２４のデータを困難なインシデントと容易なインシデントに
分別する処理部である。
【００６７】
　難易分別部１１３は、インシデント分類データ１２４の全データのうち、予め指定され
た評価対象期間に属するインシデントのデータについてのみ難易の分別を行う。本実施例
に係るスキル値算出方法では、同一クラスタ内の対応日時が古いインシデントの件数等に
基づいてインシデントの難易を判定するため、クラスタリングされたデータには評価対象
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期間以前のデータも含める必要があるが、評価対象期間外のデータの難易はスキル値の算
出に必要ではない。
【００６８】
　スキル値算出部１１４は、オペレータ別かつ業務分類別に評価対象期間におけるインシ
デントの転送率や容易なインシデントの比率等を求め、これらの値を上記の数式に適用し
てスキル値を算出する処理部である。
【００６９】
　記憶部１２０は、各種情報を記憶する記憶部であり、キーワードマスタ１２１と、業務
分類マスタ１２２と、インシデントデータ１２３と、インシデント分類データ１２４と、
評価対象データ１２５と、スキルデータ１２６とを記憶する。キーワードマスタ１２１は
、業務分類の分類や内容の類似性の比較に利用可能な重要語句をテキストから抽出するた
めのキーワードが登録されたマスタデータである。
【００７０】
　業務分類マスタ１２２は、業務分類の識別名とその業務分類に分類するための分類ルー
ルが対応付けて登録されたマスタデータである。業務分類マスタ１２２の一例を図６に示
す。同図に示すように、業務分類マスタ１２２は、業務分類、分類ルールといった項目を
有し、業務分類ごとにデータが登録される。
【００７１】
　業務分類は、業務分類の識別名を格納する項目であり、分類ルールは、インシデントを
その業務分類に分類するための分類ルールを格納する項目である。分類ルールは、キーワ
ードを「＆」で連結したマッチング条件を「、」で区切って並列に設定することが可能な
形式をとっている。
【００７２】
　図６に示した例の１行目のデータは、業務分類に「インターネット接続」が格納され、
分類ルールには「インターネット＆接続」が格納されている。このデータは、インシデン
トの問合せ内容もしくは回答内容に「インターネット」と「接続」というキーワードが両
方とも含まれる場合に、そのインシデントを「インターネット接続」という業務分類に分
類すべきことを示している。
【００７３】
　また、２行目のデータは、業務分類に「会員管理」が格納され、分類ルールには「新規
入会＆申し出、契約解除」が格納されている。このデータは、インシデントの問合せ内容
もしくは回答内容に「新規入会」と「申し出」というキーワードが両方とも含まれるか、
あるいは、「契約解除」というキーワードが含まれる場合に、そのインシデントを「会員
管理」という業務分類に分類すべきことを示している。
【００７４】
　インシデントデータ１２３は、オペレータが対応したインシデントの情報が登録された
データである。インシデントデータ１２３の一例を図７に示す。同図に示すように、イン
シデントデータ１２３は、インシデントＩＤ、オペレータＩＤ、転送先シンシデントＩＤ
、対応開始日時、対応終了日時、問合せ内容、回答内容といった項目を有し、インシデン
トごとにデータが登録される。
【００７５】
　インシデントＩＤは、インシデントの識別番号を格納する項目であり、オペレータＩＤ
は、オペレータの識別番号を格納する項目である。転送先シンシデントＩＤは、そのイン
シデントが他のオペレータに転送された場合に転送先のインシデントの識別番号が格納さ
れる項目である。したがって、転送先シンシデントＩＤに値が設定されているインシデン
トは、他のオペレータに転送されたインシデントであり、転送先シンシデントＩＤに値が
設定されていないインシデントは、オペレータＩＤの値が示すオペレータによって最後ま
で対応されたインシデントである。
【００７６】
　対応開始日時は、インシデントの対応が開始された日時を格納する項目であり、対応終
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了日時は、インシデントの対応が完了した日時を格納する項目である。そして、問合せ内
容は、顧客からの問合せの内容を示すテキストが格納される項目であり、回答内容は、顧
客への回答の内容を示すテキストが格納される項目である。
【００７７】
　インシデント分類データ１２４は、業務別分類部１１１によって業務分類に分類された
インシデントの情報が記録されるデータである。インシデント分類データ１２４の一例を
図８に示す。同図に示すように、インシデント分類データ１２４は、インシデントＩＤ、
オペレータＩＤ、転送先シンシデントＩＤ、対応開始日時、対応終了日時、問合せ語リス
ト、回答語リスト、業務分類、クラスタＩＤといった項目を有し、インシデントデータ１
２３のデータと１対１に対応したデータが記録される。
【００７８】
　インシデントＩＤ～対応終了日時は、インシデントデータ１２３の同名の項目の値が業
務別分類部１１１によって転記される項目である。
【００７９】
　問合せ語リストは、対応するインシデントデータの問合せ内容のテキストからキーワー
ドマスタ１２１に登録されているキーワードと一致する語句を抽出した結果が、リスト式
の形式で格納される項目である。例えば、１行目のデータの問合せ語リストに格納されて
いる「（（インターネット、１）（接続、１））」という値は、対応するインシデントデ
ータの問合せ内容のテキストに「インターネット」という語句が１個含まれ、「接続」と
いう語句が１個含まれていることを示している。
【００８０】
　回答語リストは、対応するデータの回答内容のテキストからキーワードマスタ１２１に
登録されているキーワードと一致する語句を抽出した結果が、リスト式の形式で格納され
る項目である。例えば、１行目のデータの回答語リストに格納されている「（（ＬＡＮケ
ーブル、２）（接続、３））」という値は、対応するインシデントデータの回答内容のテ
キストに「ＬＡＮケーブル」という語句が２個含まれ、「接続」という語句が３個含まれ
ていることを示している。
【００８１】
　業務分類は、業務別分類部１１１が、問合せ語リストおよび回答語リストの値を業務分
類マスタ１２２に格納された分類ルールと照合し、最もマッチした分類ルールに対応する
業務分類の値を格納する項目である。クラスタＩＤは、内容別分類部１１２によって設定
される項目であり、問合せ語リストおよび回答語リストの値の類似度に基づいて形成した
クラスタ階層の最上位のクラスタの識別番号が格納される。
【００８２】
　評価対象データ１２５は、難易分別部１１３によって評価対象期間に属するインシデン
トの情報が登録されるデータである。評価対象データ１２５の一例を図９に示す。同図に
示すように、評価対象データ１２５は、オペレータＩＤ、業務分類、インシデントＩＤ、
転送フラグ、難易区分、対応時間といった項目を有し、インシデントごとにデータが登録
される。
【００８３】
　オペレータＩＤ～インシデントＩＤは、インシデント分類データ１２４の同名の項目の
値が難易分別部１１３によって転記される項目である。転送フラグは、そのインシデント
が他のオペレータに転送されたか否かを示す値が格納される項目である。転送フラグの粗
いが「１」の場合、そのデータに対応するインシデントが他のオペレータに転送されたこ
とを示し、転送フラグの粗いが「０」の場合、そのデータに対応するインシデントが他の
オペレータに転送されなかったことを示す。
【００８４】
　難易区分は、そのインシデントが困難なインシデントであるか容易なインシデントであ
るかを示す値が格納される項目である。難易区分の値が「Ｄ」の場合、そのデータに対応
するインシデントが困難なインシデントであることを示し、難易区分の値が「Ｅ」の場合
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、そのデータに対応するインシデントが容易なインシデントであることを示す。対応時間
は、そのインシデントの対応時間を示す値が格納される項目である。
【００８５】
　スキルデータ１２６は、スキル値算出部１１４によって各オペレータのスキルに関する
情報が業務分類別に登録されるデータである。スキルデータ１２６の一例を図１０に示す
。同図に示すように、スキルデータ１２６は、オペレータＩＤ、業務分類、容易スキル値
、困難スキル値、転送率、容易率、総合スキル値といった項目を有する。なお、この図に
は、参考として従来の方式に基づいて求めたスキル値も併記している。
【００８６】
　オペレータＩＤは、オペレータの識別番号を格納する項目であり、業務分類は、業務分
類の識別名を格納する項目である。容易スキル値は、容易なインシデントにおける当該の
オペレータのスキル値を格納する項目であり、困難スキル値は、困難なインシデントにお
ける当該のオペレータのスキル値を格納する項目である。
【００８７】
　転送率は、他のオペレータにインシデントを転送した割合を示す値を格納する項目であ
り、容易率は、自己対応したインシデントにおける容易なインシデントの割合を示す値を
格納する項目である。総合スチル値は、同一データの容易スキル値、困難スキル値、転送
率および容易率の項目に格納されている値等を既に示した数式に適用して求めたスキル値
を格納する項目である。
【００８８】
　次に、図５示したスキル値算出装置１００の処理手順について説明する。図１１は、ス
キル値算出装置１００の処理手順を示すフローチャートである。
【００８９】
　同図に示すように、スキル値算出装置１００は、評価対象期間、クラスタリングの停止
条件、難易の判定の閾値等を指定してスキル値の算出の実行を指示されると、業務別分類
部１１１が業務別分類処理を実行し（ステップＳ１０１）、内容別分類部１１２が内容別
分類処理を実行し（ステップＳ１０２）、難易分別部１１３が難易分別処理を実行し（ス
テップＳ１０３）、スキル値算出部１１４がスキル値算出処理を実行する（ステップＳ１
０４）。
【００９０】
　図１２は、業務別分類処理の処理手順を示すフローチャートである。同図に示すように
、業務別分類部１１１は、インシデントデータ１２３からデータを１件リードする（ステ
ップＳ２０１）。ここで、全てのデータを処理済みの場合は（ステップＳ２０２肯定）、
処理を終了し、内容別分類部１１２へ制御を渡す。
【００９１】
　インシデントデータ１２３から未処理のデータをリードすることができた場合は（ステ
ップＳ２０２否定）、問合せ内容の項目に格納されているテキストからキーワードマスタ
１２１に登録されているキーワードと一致する語句を抽出し、その結果をリスト式の形式
にして問合せ語リストを作成する（ステップＳ２０３）。同様に、回答内容の項目に格納
されているテキストからキーワードマスタ１２１に登録されているキーワードと一致する
語句を抽出し、その結果をリスト式の形式にして回答語リストを作成する（ステップＳ２
０４）。
【００９２】
　そして、問合せ語リストと回答語リストを業務分類マスタ１２２に格納された分類ルー
ルール照合し、最もマッチした分類ルールに対応する業務分類を選択する（ステップＳ２
０５）。そして、インシデント分類データ１２４に処理結果等を登録した後（ステップＳ
２０６）、ステップＳ２０１に復帰して次のデータのリードを試行する。
【００９３】
　図１３は、内容別分類処理の処理手順を示すフローチャートである。同図に示すように
、内容別分類部１１２は、業務分類マスタ１２２からデータを１件リードする（ステップ
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Ｓ３０１）。ここで、全てのデータを処理済みの場合は（ステップＳ３０２肯定）、処理
を終了し、難易分別部１１３へ制御を渡す。
【００９４】
　業務分類マスタ１２２から未処理のデータをリードすることができた場合は（ステップ
Ｓ３０２否定）、業務分類の値が一致する全データをインシデント分類データ１２４から
リードする（ステップＳ３０３）。そして、指定された停止条件が充足されるまで（ステ
ップＳ３０５否定）、問合せ語リストおよび回答語リストの類似度に基づいて最も類似す
るデータを階層的に結合していき、階層クラスタを生成する（ステップＳ３０４）。
【００９５】
　そして、類似度の大きさやクラスタ内のデータ件数等の停止条件が充足されたならば（
ステップＳ３０５肯定）、生成された各階層クラスタをオペレータ毎に分割する（ステッ
プＳ３０６）。そして、分割後の各階層クラスタにおける最上位のクラスタの識別番号を
、その各階層クラスタに属するインシデント分類データ１２４の各データに記録した後（
ステップＳ３０７）、ステップＳ３０２に復帰して次の組合せの選択を試行する。
【００９６】
　図１４－１は、難易分別処理の処理手順を示すフローチャートである。同図に示すよう
に、難易分別部１１３は、インシデント分類データ１２４からデータを１件リードする（
ステップＳ４０１）。ここで、全てのデータを処理済みの場合は（ステップＳ４０２肯定
）、処理を終了し、スキル値算出部１１４へ制御を渡す。
【００９７】
　インシデント分類データ１２４から未処理のデータをリードすることができた場合は（
ステップＳ４０２否定）、リードしたデータの対応開始日時もしくは対応完了日時が指定
された評価対象期間に含まれるか否かを確認する。そして、対応開始日時もしくは対応完
了日時が評価対象期間に含まれない場合は（ステップＳ４０３否定）、ステップＳ４０１
に復帰して次のデータのリードを試行する。
【００９８】
　対応開始日時もしくは対応完了日時が評価対象期間に含まれる場合は（ステップＳ４０
３肯定）、転送先インシデントＩＤの値を参照し、そのデータに対応するインシデントが
他のオペレータに転送されているか否かを確認する。
【００９９】
　そして、そのデータに対応するインシデントが他のオペレータに転送されている場合は
（ステップＳ４０４肯定）、転送フラグが「１」で、難易区分が未設定のデータを評価対
象データ１２５に登録した後（ステップＳ４０９）、ステップＳ４０１に復帰して次のデ
ータのリードを試行する。
【０１００】
　また、そのデータに対応するインシデントが他のオペレータに転送されていない場合は
（ステップＳ４０４否定）、インシデント分類データ１２４からクラスタＩＤの値が同一
で対応開始日時が古いデータの件数を取得する（ステップＳ４０５）。
【０１０１】
　そして、取得した件数が指定された閾値よりも小さければ（ステップＳ４０６肯定）、
そのデータに対応するインシデントが困難なインシデントであると判定し（ステップＳ４
０７）、件数が閾値よりも大きければ（ステップＳ４０６否定）、そのデータに対応する
インシデントが容易なインシデントであると判定する（ステップＳ４０８）。そして、転
送フラグを「０」とし、難易区分に上記の判定結果に対応する値を設定したデータを評価
対象データ１２５に登録した後（ステップＳ４０９）、ステップＳ４０１に復帰して次の
データのリードを試行する。
【０１０２】
　なお、図１４－１は、過去に対応した同様のインシデントの件数に基づいてインシデン
トの難易を分別する場合の処理手順を示しているが、インシデントの難易の分別は、過去
に対応した同様のインシデントの対応時間の合計に基づいて行うことも可能である。イン
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シデントの難易の分別を、過去に対応した同様のインシデントの対応時間の合計に基づい
て行う場合の処理手順を図１４－２に示す。
【０１０３】
　図１４－１にして示した手順と異なる部分についてのみ説明する。難易分別部１１３は
、リードしたデータに対応するインシデントが他のオペレータに転送されていない場合は
（ステップＳ５０４否定）、インシデント分類データ１２４からクラスタＩＤの値が同一
で対応開始日時が古いデータの対応時間の合計を取得する（ステップＳ５０５）。
【０１０４】
　そして、取得した対応時間の合計が指定された閾値よりも小さければ（ステップＳ５０
６肯定）、そのデータに対応するインシデントが困難なインシデントであると判定し（ス
テップＳ５０７）、対応時間の合計が閾値よりも大きければ（ステップＳ５０６否定）、
そのデータに対応するインシデントが容易なインシデントであると判定する（ステップＳ
５０８）。
【０１０５】
　図１５－１～１５－２は、スキル値算出処理の処理手順を示すフローチャートである。
同図に示すように、スキル値算出部１１４は、評価対象データ１２５に含まれるデータに
基づいてオペレータＩＤと業務分類の全組合せを生成する（ステップＳ６０１）。
【０１０６】
　そして、スキル値算出部１１４は、生成した全組合せの中から、オペレータＩＤと業務
分類の組合せを一つ選択する（ステップＳ６０２）。ここで、全ての組合せを処理済みの
場合は（ステップＳ６０３肯定）、ステップＳ６１０へ遷移する。
【０１０７】
　未処理の組合せを選択することができた場合は（ステップＳ６０３否定）、オペレータ
ＩＤの値と業務分類の値が一致する全データを評価対象データ１２５からリードする（ス
テップＳ６０４）。そして、転送フラグの値が「０」のデータの中で難易区分の値が「Ｅ
」のデータの割合を算出して容易率を求め（ステップＳ６０５）、転送フラグの値が「１
」のデータの割合を算出して転送率を求める（ステップＳ６０６）。
【０１０８】
　さらに、難易区分の値が「Ｅ」のデータの対応時間等に基づいて容易なインシデントに
おけるスキル値を算出し（ステップＳ６０７）、難易区分の値が「Ｄ」のデータの対応時
間等に基づいて困難なインシデントにおけるスキル値を算出する（ステップＳ６０８）。
そして、算出結果等をスキルデータ１２６に登録した後（ステップＳ６０９）、ステップ
Ｓ６０２に復帰して次の組合せの選択を試行する。
【０１０９】
　こうして、全ての組合せを処理した後、スキル値算出部１１４は、オペレータ全体での
容易率の平均値と標準偏差を算出する（ステップＳ６１０）。そして、スキルデータ１２
６からデータを１件リードする（ステップＳ６１１）。ここで、全てのデータを処理済み
の場合は（ステップＳ６１２肯定）、処理を終了する。
【０１１０】
　スキルデータ１２６から未処理のデータをリードすることができた場合は（ステップＳ
６１２否定）、リードしたデータの容易スキル値、困難スキル値、転送率および容易率の
値と、ステップＳ６１０で求めた容易率の平均値および標準偏差とを上記の数式のいずれ
かに適用して総合スキル値を算出する（ステップＳ６１３）。そして、算出した総合スキ
ル値をスキルデータ１２６に記録し（ステップＳ６１４）、ステップＳ６１１に復帰して
次のデータのリードを試行する。
【０１１１】
　既に図１０に示したスキルデータ１２６の一例は、上記の手順に基づいて総合スキル値
を求めた結果を示している。ここに示したスキル値は、容易率の平均が７０％である場合
に、数式３を用いて算出した値である。
【０１１２】
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　同図に示した１行目の「ＯＰ００１」というオペレータＩＤをもつオペレータと、２行
目の「ＯＰ００２」というオペレータＩＤをもつオペレータのスキルは、容易なインシデ
ントにおいても困難なインシデントにおいても一致している。そして、「ＯＰ００１」と
いうオペレータＩＤをもつオペレータの転送率が３０％であるのに対し、「ＯＰ００２」
というオペレータＩＤをもつオペレータの転送率は２０％である。
【０１１３】
　この場合、「ＯＰ００１」というオペレータＩＤをもつオペレータの方が１インシデン
トあたりの対応時間が短くなり、転送率と容易率を考慮しない従来のスキル値算出方法（
従来スキル値は、本方式でα×Ｓa＋（１－α）×Ｓbを計算した場合と一致する）では、
スキルが高く評価されていた。一方、本実施例に係るスキル値算出方法では、同図に示す
ように、「ＯＰ００２」というオペレータＩＤをもつオペレータのスキル値の方が高く評
価され、また、「ＯＰ００１」は「ＯＰ００３」と従来のスキル値算出方法では同等と評
価されていたが、本実施例では「ＯＰ００３」の方が十分高く評価され、恣意的な換算係
数等による補正を行うことなく適正なスキル値が算出されている。
【０１１４】
　上記実施例で説明してきたスキル値算出装置１００の機能は、あらかじめ用意されたス
キル値算出プログラムをコンピュータで実行することによって実現される。そこで、以下
では、図１６をもちいて、かかるプログラムを実行するコンピュータの一例を説明する。
【０１１５】
　図１６は、スキル値算出プログラム１０７１を実行するコンピュータ１０００を示す機
能ブロック図である。このコンピュータ１０００は、各種演算処理を実行するＣＰＵ（Ce
ntral Processing Unit）１０１０と、ユーザからのデータの入力を受け付ける入力装置
１０２０と、各種情報を表示するモニタ１０３０と、各種プログラム等を記録した記録媒
体からプログラム等を読み取る媒体読取り装置１０４０と、ネットワークを介して他のコ
ンピュータとの間でデータの授受をおこなうネットワークインターフェース装置１０５０
と、各種情報を一時記憶するＲＡＭ（Random Access Memory）１０６０と、ハードディス
ク装置１０７０とバス１０８０で接続して構成される。
【０１１６】
　そして、ハードディスク装置１０７０には、図５に示した制御部１１０と同様の機能を
有するスキル値算出プログラム１０７１と、図５に示したキーワードマスタ１２１～スキ
ルデータ１２６の各種データに対応するスキル値算出用データ１０７２が記憶される。
【０１１７】
　そして、ＣＰＵ１０１０がスキル値算出プログラム１０７１をハードディスク装置１０
７０から読み出してＲＡＭ１０６０に展開することにより、スキル値算出プログラム１０
７１は、スキル値算出プロセス１０６１として機能するようになる。そして、スキル値算
出プロセス１０６１は、スキル値算出用データ１０７２から読み出した情報等を適宜ＲＡ
Ｍ１０６０上の自身に割り当てられた領域に展開し、この展開したデータ等に基づいて各
種データ処理を実行する。
【０１１８】
　なお、上記のスキル値算出プログラム１０７１は、必ずしもハードディスク装置１０７
０に格納されている必要はなく、ＣＤ－ＲＯＭ等の記憶媒体に記憶されたスキル値算出プ
ログラム１０７１を、コンピュータ１０００が読み出して実行するようにしてもよい。ま
た、公衆回線、インターネット、ＬＡＮ（Local Area Network）、ＷＡＮ（Wide Area Ne
twork）等を介してコンピュータ１０００に接続される他のコンピュータ（またはサーバ
）等にスキル値算出プログラム１０７１を記憶させておき、コンピュータ１０００がこれ
らの装置からスキル値算出プログラム１０７１を読み出して実行するようにしてもよい。
【０１１９】
　上述してきたように、本実施例では、インシデントデータに含まれるデータを容易な問
合せに係るデータと困難な問合せに係るデータに分別し、それぞれのデータに基づいて求
めたスキル値とそれぞれのデータ数の比率に基づいてオペレータの総合的なスキル値を求
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めるように構成したので、対応した問合せにおける容易な問合せと困難な問合せの比率が
、オペレータごとに異なる場合であっても、オペレータのスキル値を適正に求めることが
できる。
【０１２０】
　また、本実施例では、他のオペレータに転送された問合せを困難な問合せとみなして転
送がなかったと想定した場合のオペレータの総合的なスキル値を求めるように構成したの
で、問合せにおける容易な問合せと困難な問合せの比率が、オペレータごとやラインごと
に異なる場合であっても、オペレータのスキル値を適正に求めることができる。
【０１２１】
　なお、上記の実施例では、オペレータをラインに分けて配しているコンタクトセンタに
おけるオペレータのスキルを求める場合に本発明を適用する例について説明したが、この
ような構成をとっていないコンタクトセンタにおけるオペレータのスキルを求める場合に
も本発明は有効である。
【０１２２】
　また、上記実施例において説明した各種装置およびプログラムの構成は一例であり、適
宜構成を分散もしくは集約して実現することもできる。
【０１２３】
（付記１）顧客からの問合せに対応するオペレータのスキル値を、前記問合せに関する情
報を記録した応答記録に基づいて算出するスキル値算出プログラムであって、
　前記応答記録に含まれるデータを容易な問合せに係るデータと、困難な問合せに係るデ
ータとに分別する難易分別手順と、
　前記容易な問合せに係るデータに基づいて算出した容易な問合せにおけるスキル値と、
前記困難な問合せに係るデータに基づいて算出した困難な問合せにおけるスキル値と、前
記容易な問合せに係るデータと前記困難な問合せに係るデータの件数の比率とに基づいて
前記オペレータのスキル値を算出するスキル値算出手順と
　をコンピュータに実行させることを特徴とするスキル値算出プログラム。
【０１２４】
（付記２）前記難易分別手順は、問合せの内容の類似度に基づいて前記応答記録に含まれ
るデータをグループ分けし、前記グループ内において自身よりも対応された日時が古いデ
ータの件数が所定の閾値よりも小さいデータを困難な問合せに係るデータとして分別する
ことを特徴とする付記１に記載のスキル値算出プログラム。
【０１２５】
（付記３）前記難易分別手順は、問合せの内容の類似度に基づいて前記応答記録に含まれ
るデータをグループ分けし、前記グループ内において自身よりも対応された日時が古いデ
ータに記録された対応時間の合計値が所定の閾値よりも小さいデータを困難な問合せに係
るデータとして分別することを特徴とする付記１に記載のスキル値算出プログラム。
【０１２６】
（付記４）前記スキル値算出手順は、さらに、オペレータ全体における前記容易な問合せ
に係るデータと前記困難な問合せに係るデータの件数の比率の平均値に基づいて前記オペ
レータのスキル値を算出することを特徴とする付記１～３のいずれか一つに記載のスキル
値算出プログラム。
【０１２７】
（付記５）前記スキル値算出手順は、さらに、オペレータ全体における前記容易な問合せ
に係るデータと前記困難な問合せに係るデータの件数の比率の標準偏差に基づいて前記オ
ペレータのスキル値を算出することを特徴とする付記１～４のいずれか一つに記載のスキ
ル値算出プログラム。
【０１２８】
（付記６）前記スキル値算出手順は、前記オペレータが他のオペレータに転送した問合せ
を困難な問合せとみなして前記比率に加味し、前記オペレータのスキル値を算出すること
を特徴とする付記１～３のいずれか一つに記載のスキル値算出プログラム。
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【０１２９】
（付記７）前記スキル値算出手順は、前記オペレータが他のオペレータに転送した問合せ
を困難な問合せとみなして前記比率もしくは前記比率の平均値に加味し、前記オペレータ
のスキル値を算出することを特徴とする付記４または５に記載のスキル値算出プログラム
。
【０１３０】
（付記８）前記応答記録に含まれるデータを予め定められたルールにしたがって分類する
分類手順をさらにコンピュータに実行させ、
　前記スキル値算出手順は、前記分類ごとに前記オペレータのスキル値を算出することを
特徴とする付記１～６のいずれか一つに記載のスキル値算出プログラム。
【０１３１】
（付記９）顧客からの問合せに対応するオペレータのスキル値を、前記問合せに関する情
報を記録した応答記録に基づいて算出するスキル値算出装置であって、
　前記応答記録に含まれるデータを容易な問合せに係るデータと、困難な問合せに係るデ
ータとに分別する難易分別手段と、
　前記容易な問合せに係るデータに基づいて算出した容易な問合せにおけるスキル値と、
前記困難な問合せに係るデータに基づいて算出した困難な問合せにおけるスキル値と、前
記容易な問合せに係るデータと前記困難な問合せに係るデータの件数の比率とに基づいて
前記オペレータのスキル値を算出するスキル値算出手段と
　を備えたことを特徴とするスキル値算出装置。
【０１３２】
（付記１０）顧客からの問合せに対応するオペレータのスキル値を、前記問合せに関する
情報を記録した応答記録に基づいて算出するスキル値算出方法であって、
　前記応答記録に含まれるデータを容易な問合せに係るデータと、困難な問合せに係るデ
ータとに分別する難易分別工程と、
　前記容易な問合せに係るデータに基づいて算出した容易な問合せにおけるスキル値と、
前記困難な問合せに係るデータに基づいて算出した困難な問合せにおけるスキル値と、前
記容易な問合せに係るデータと前記困難な問合せに係るデータの件数の比率とに基づいて
前記オペレータのスキル値を算出するスキル値算出工程と
　を含んだことを特徴とするスキル値算出方法。
【産業上の利用可能性】
【０１３３】
　以上のように、本発明に係るスキル値算出プログラムおよびスキル値算出装置は、コン
タクトセンタにおけるオペレータのスキル値の算出に有用であり、特に、対応した問合せ
における容易な問合せと困難な問合せの比率が、オペレータごとやラインごとに異なる場
合であっても、オペレータのスキル値を適正に求めることが必要な場合に適している。
【図面の簡単な説明】
【０１３４】
【図１】コンタクトセンタの構成の一例を示す図である。
【図２】階層化クラスタリングについて説明するための説明図である。
【図３－１】容易インシデントの対応時間分布の一例を示す図である。
【図３－２】困難インシデントの対応時間分布の一例を示す図である。
【図４】インシデントの難易と転送率の関連を示す図である。
【図５】本実施例に係るスキル値算出装置の構成を示す機能ブロック図である。
【図６】業務分類マスタのデータ構成の一例を示す図である。
【図７】インシデントデータのデータ構成の一例を示す図である。
【図８】インシデント分類データのデータ構成の一例を示す図である。
【図９】評価対象データのデータ構成の一例を示す図である。
【図１０】スキルデータのデータ構成の一例を示す図である。
【図１１】スキル値算出装置の処理手順を示すフローチャートである。
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【図１２】業務別分類処理の処理手順を示すフローチャートである。
【図１３】内容別分類処理の処理手順を示すフローチャートである。
【図１４－１】難易分別処理の処理手順を示すフローチャートである。
【図１４－２】対応時間を判定基準とする場合の難易分別処理の処理手順を示すフローチ
ャートである。
【図１５－１】スキル値算出処理の処理手順を示すフローチャートである。
【図１５－２】スキル値算出処理の処理手順を示すフローチャートである。
【図１６】スキル値算出プログラムを実行するコンピュータを示す機能ブロック図である
。
【符号の説明】
【０１３５】
　　　１　コンタクトセンタ
　　１１　ファーストライン群
　　１２　セカンドライン群
　　１３　最終ライン群
　　２０　交換機
　　３０　着信呼自動分配装置
　　４０　データベース
　１００　スキル値算出装置
　１１０　制御部
　１１１　業務別分類部
　１１２　内容別分類部
　１１３　難易分別部
　１１４　スキル値算出部
　１２０　記憶部
　１２１　キーワードマスタ
　１２２　業務分類マスタ
　１２３　インシデントデータ
　１２４　インシデント分類データ
　１２５　評価対象データ
　１２６　スキルデータ
１０００　コンピュータ
１０１０　ＣＰＵ
１０２０　入力装置
１０３０　モニタ
１０４０　媒体読取り装置
１０５０　ネットワークインターフェース装置
１０６０　ＲＡＭ
１０６１　スキル値算出プロセス
１０７０　ハードディスク装置
１０７１　スキル値算出プログラム
１０７２　スキル値算出用データ
１０８０　バス
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